予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名: 　温泉監視指導費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　環境生活部　環境管理課　水環境係　電話番号：058-272-1111（内2833）

　　　　　　　E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：335千円（前年度予算額：328千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　温泉法に基づき、温泉を保護し、温泉の採取等に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止し、及び温泉の利用の適正を図ることを目的として、調査・監視指導を行う。

（1） 温泉の掘削、増掘、動力装置に係る許認可事務等に係る現地調査の実施

（2） 温泉の採取に伴い発生する可燃性天然ガスの災害防止を目的とした温泉採取施設の監視指導の実施

（3） 温泉源保護のための、監視指導、定点調査等の実施
（調査地点：下呂温泉　4カ所、奥飛騨温泉郷　12カ所）

（4） 温泉利用許認可事務等に係る現地調査及び温泉利用施設の監視指導の実施
（5） 所在不明の未利用源泉の調査  約47源泉
（6） 源泉所有者への定期的な報告徴収の実施（年1回）  512源泉
	２　所要経費


調査・監視指導　　335千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	328
	0
	0
	328
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	335
	0
	0
	335
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	335
	0
	0
	335
	0
	0
	0
	0
	0


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　温泉法に基づき、温泉を保護し、温泉の採取等に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止し、及び温泉の利用の適正を図ることを目的として、調査・監視指導を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　事業内容から指標値を設定することが困難なため。



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　温泉の濫掘、濫採による温泉の枯渇、湧出量の減少、成分の変化、温度の低下等を防止するために、温泉法に基づき適正な土地の掘削及び動力装置の設置について指導を行った。（平成23年度　温泉掘削許可2件、動力装置許可2件）
　岐阜県揚湯試験実施要領に基づき、動力装置の申請に揚湯試験結果を添付させた。
　温泉の採取に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止するため、温泉採取施設に対して監視指導を行った。(平成23年度　温泉採取許可1件、温泉採取施設等変更許可1件、可燃性ガス濃度確認3件)

　温泉の質や衛生面の観点から適切な利用を確保するため、温泉利用許可施設に対して監視指導を行った。（平成23年度　温泉利用許可23件）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　温泉法改正に伴い可燃性天然ガスに関する安全対策、成分分析表示の適正化について対策が強化されたところであるが、温泉採取事業者又は温泉利用事業者に対する継続した監視指導の実施により、温泉の適正な利用が図られている。
　揚湯試験により源泉の適正揚湯量を把握し適正な動力選定が行われ、温泉資源の保護が図られている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　温泉採取事業者又は温泉利用事業者に対する継続した監視指導の実施により、温泉の適正な利用を図るため、また揚湯試験により源泉の適正揚湯量の把握による温泉資源の保護を図るため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　温泉資源の保護、温泉の適正な利用が図られており、事業の効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　源泉所有者への定期的な報告徴収の実施について、平成２４年度から県庁発送に集約し、事業の効率化を図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　再生可能エネルギーの普及が全国的に検討されており、地熱発電の開発も注目されている。これらの開発は、既存源泉に影響を与える可能性があることから、地熱発電の開発のための温泉の掘削許可等に当たっては、温泉資源の保護のため慎重に検討する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　温泉源の科学的知見に基づいた保護、可燃性天然ガスに関する安全対策、成分分析表示の適正化などについて、重要性が高まってきており、引き続き事業を実施する。


